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日本政策投資銀行（DBJ）の歩み

戦後復興・高度成長から、バブル崩壊、環境対策、震災や世界的金融危機への対応など、その時々の社会
課題に柔軟に対応し、日本の持続的発展に貢献

一方で、経済成長に伴う“歪み”への対応急務。持続可能な社会の実現に向け、イノベーションに挑戦

復興・高度成長期 安定・バブル期 ポストバブル期 未来に向けて

産業の再建と
成長への基盤整備

持続可能な社会
の実現への貢献

リスクマネー供給と
イノベーション対応

産業構造転換
の円滑化

川崎製鉄㈱[現
JFEスチール㈱]：
高炉建設による鉄
工業の近代化 九州電力㈱：上椎

葉水力発電所
基礎エネルギーであ
る電力の増産

日本郵船㈱：計
画造船融資による
我が国商船隊の
再建

日産自動車㈱：資
本自由化に備えた
国産自動車産業の
強化

日本水素ステーショ
ンネットワーク合同
会社(JHyM)：水
素社会実現に向け
た協力

経済価値と社会価
値の両立に向けて
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イノベーションを起こす活動のキーワード

5つの重点取組分野およびテーマ

 デジタル化や新型コロナウイルス感染症で社会や人々の価値観が大きく変化していく中、人間がより快適
に活力に満ちた生活を送ることができる人間中心の社会実現に資する分野・テーマに重点的に取り組む

『持続可能な開発目標（SDGs）』に適合するサステナブルな社会・未来創りに取り組むことを基軸とする

①遠隔・非接触
（コロナによる生活様式の変化）

②生命科学・人間工学
（人生100年時代に向けて）

③世界感・価値観の変化
（日常生活の不可逆的変容）

④カーボンニュートラル
（個人の価値観が地球規模へ）

⑤安全・安心
（国民生活の基盤を守る）
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具体的な活動状況

「新結合を促す触媒として、より良い未来の芽を探索し、共に創り、育てる」

①遠隔・非接触
（コロナによる生活様式の変化）

②生命科学・人間工学
（人生100年時代に向けて）

③世界感・価値観の変化
（日常生活の不可逆的変容）

④カーボンニュートラル
（個人の価値観が地球規模へ）

⑤安全・安心
（国民生活の基盤を守る）

5つの重点取組テーマ (S) Society5.0挑戦投資先

アバター
（遠隔プラットフォーム）

(S)遠隔医療(ICU)
横浜市立・CROSSSYNC

免疫タンパク質
大学

水素
AHEAD,バリューチェーン等

(S)パワー半導体
京大・FLOSFIA

重要技術
量子暗号等

政府、大学、民間
iHub, 価値研修, 

DBJコネクト, ビジマチ, FINLAND

(S)空飛ぶクルマ・ドローン
SKYDRIVE

SIB
Bridges

スーパー/
スマートシティ

産総研事業化
ADVENTURE

(S)蓄電池
東大・エクセルギー

~金融投資家での数多くの成功・失敗経験を活用し、積極的に事業へ参画

 DBJによる資金拠出に拘らず、触媒として貢献
 資金が必要な場合、”Society5.0挑戦投資”制度を活用し、参画する事業者と共同で資本参加
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衛星VDES普及において考えること

• 国内では深刻な人員不足（船長さん達の平均年齢70？、体調不良で運行計画乱れが2割？、後継人不足？）
• 事故多発（水先案内人などの高齢化？）
• IMOによるゼロエミ目標
• 資金難
• 海賊、セキュリティ
• Modern Welfareとしての船員通信環境（船でスマホ動画見られない？）

・・・・・

“海” での経済活動のペインを考える （≒ニーズ）

衛星VDESの特徴がペイン克服に貢献し得るか

（衛星VDES委員会 FY３活動報告、「VDESの利点」より一部加工）

• VHF使用で双方向通信可能（データ通信可能）
• 無指向アンテナで小型・軽量・装備が簡単、低価格化を実現
• 地上・衛星でシームレスに利用可能
• 相手船の「電話番号」が判らなくても船舶IDで連絡可能、多数の船舶情報把握可能（安全、海賊対策）

・・・・・

①ペイン克服に衛星VDESが最適か

②欧州を中心とした国際動向

③日本で率いる事業者がいるか

既存インフラとの互換性や親和性

競合、協調、連携 ⇔ 普及・標準化

リスクをとっても挑戦したいのは誰か
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事業化、企業化の日本的なアプローチ（一般論として個人的な解釈）

 先駆者となることへの抵抗感
 動き出したら一丸となって進むチーム力
 個人による企業 vs 企業や企業群による企業
 政府と民間、若者と高齢者
 財源、リスク許容度、コーポレートガバナンス、株主、コロナ、金融・・・

→価値観が揺れ動く不確実な世の中で、どう進めていくべきか

 主導する企業（群）でお見合い組織・機関を設立
 お見合い（企画会社、コンソ等）中に前頁3項目を可
能な限り見極める（見極め期限を決める）
⇔民でできる範囲を整理した上、具体的な政府支援要請範囲も検討

 事業化or notを決め、最適な形態で事業化開始
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企画会社から事業化した事例① ～グローバル測位サービス

 グローバル測位サービス（GPAS）は、企画段階（2017/6～）における実用性・事業性評

価を踏まえ、2019/10に事業化に向けた増資を実施
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 2017年、キャノン電子、IHIエアロスペース、清水建設、DBJは新世代小型ロケット開発企画を設立

 事業性検証等を踏まえ、2018年に事業会社スペースワンを発足。2022年度中の事業化を目指している

企画会社から事業化した事例② ～スペースワン（小型ロケット）
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